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 １ 市財政を取り巻く環境 
（１）わが国の経済環境 

平成１８年度の政府経済見通しでは、「GDP（国内総生産）実質成長

率１．９％程度、わが国経済は、民間需要中心の緩やかな回復を続ける

と見込まれる」としている。 

 

（２）三位一体改革の実施 

平成１８年度の三位一体改革については、平成１７年１１月末の政府・

与党合意に基づき、 

・ 国庫補助負担金は、昨年度までの決定分（２兆４，６３２億円）に加

えて、６，５４４億円の税源移譲に結びつく改革、さらにスリム化や交

付金化の改革を行うことにより、４兆円を上回る廃止・縮減等の改革を

行うこと 

・ 税源移譲は、これまでの国庫補助負担金の改革を踏まえ、３兆円程度

とし、平成１９年度より所得税から個人住民税への恒久措置として行う

こと（平成１８年度は所得譲与税により対応） 

・ 地方交付税については、国の歳出の見直しと歩調を合わせて、地方歳

出を見直し、抑制する等の改革を行うこと 

などの方針が示された。 

 

（３）地方財政の状況 

地方公共団体の財政運営の指針などを示す「平成１８年度地方財政計

画」によると、地方財政全体の状況は、地方税収入や地方交付税の原資

となる国税収入が回復傾向にある一方で、公債費が高い水準で推移する

ことや社会保障関係経費の自然増等により、依然として大幅な財源不足

が生じる状態。 
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このため、人件費や地方単独事業費の抑制により財源不足額の圧縮を

図る一方、さらに不足する額については補填措置を実施。 

・地方財政計画の規模：8３兆１，８００億円（前年度比△０．７％）

で５年連続のマイナス。 

・地方交付税総額： １５兆９，０７３億円（前年度比△５．９％） 

・臨時財政対策債：  ２兆９，０７２億円（前年度比△９．８％） 

・地方全体の借入金残高は２０４兆円（平成１８年度末見込み） 
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２ 平成１８年度当初予算の規模及び概要 
 

 

  当初予算の規模 
 

【対前年度比較】 

○一般会計   ５,１６１億円（前年度に比べ １３２億円減 ＜△２．５％＞） 

○普通特別会計 5,５４６億円（前年度に比べ ３８億円減  ＜△０．７％＞） 

○企業会計   1,２２３億円（前年度に比べ ２４億円減  ＜△１．９％＞） 

○全会計   1 兆１,９３０億円（前年度に比べ１９４億円減  ＜△１．６％＞） 

 

（１）一般会計規模 

■ 平成１８年度の－般会計予算の規模は 5，１６１億円、前年度に比

ベ１３２億円の減、率にして２．５％の減（前年度は△０．５％）で

２年連続のマイナス予算。この規模は、平成８年度に次ぐ１１番目の

ものである。 

 

■（仮称）新・新門司工場建設事業にかかる予算額（⑱４３億円、    

⑰１４１億円）を除いたベースでは０．６％の減となり平成１８年度

地方財政計画の伸率（△０．７％）を上回っている。 

 

■ 主な歳出の増減理由 

 《増加理由》 

  ① 公債償還額（公債償還特別会計への繰出金）  約３３億円増 

② 児童手当の制度拡充によるもの      約２２億円増 

    （対象者の拡充〔小学３年生まで⇒小学６年生まで〕等） 

  ③ 臨海部防災拠点整備（新規）       約１５億円増 

  ④ 国保・老保・介護特別会計への繰出金   約１４億円増 

 《減少理由》 

  ① （仮称）新・新門司工場建設事業     約９８億円減 

  ② 子育てふれあい交流プラザ整備      約 ９億円減 

  ③ 港湾改修事業              約１６億円減 

④ 中央図書館改修事業           約 ７億円減 

⑤ 企業会計（水道、交通、病院、下水道）への繰出金  

 約１２億円減 
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（２）全会計規模 

一般会計、普通特別会計、企業会計の全会計予算では 1 兆１，９３０

億円、前年度に比べ１９４億円の減、率にして１．６％の減（前年度は

△１．３％）。 

これは、一般会計の減少に加え、普通特別会計における、競輪、競艇

特別会計の開催経費・払戻金等の減（約２９億円減）等によるものであ

る。 

  

 

  

平成１８年度当初予算の一般財源について  
当初予算の概要 

１（１）平成１８年度は、歳入面では超過課税を除き５４億円の税収増がある。 
（２）これに対して、三位一体改革に関連し、所得譲与税は２９億円の増。

国庫支出金は４２億円の減となっており、さらに地方交付税等が４２億

円の減となることを考えると、合計５５億円の減少となり、税収増が全

く相殺される。 
２ 一方、歳出面では、行財政改革の一般財源ベースで７０億円の減が見込ま

れるが、公債費が３７億円増、退職手当が２５億円増、福祉関係で２５億円

の増となっている。これら不可避な歳出増に行革効果はすべて充当せざるを

得ないため、極めて厳しい状況である。 
 

 《参 考》平成１８年度予算の歳入・歳出増減の状況

 １ 歳入面        ▲ １億円 

   （１）税収関係      ＋５４億円（超過課税の増収分を除く） 

   （２）三位一体改革関係  ▲５５億円

     ① 所得譲与税    ＋２９億円 

     ② 国庫支出金    ▲４２億円 

     ③ 地方交付税等   ▲４２億円 

    ※歳入面では、ほぼ増減はない。 

２ 歳出面（一般財源ベース）１７億円 

   （１）行財政改革関係   ▲７０億円

   （２）不可避な歳出増   ＋８７億円

     ① 公債費      ＋３７億円 

     ② 退職手当     ＋２５億円 

     ③ 福祉関係     ＋２５億円 

    ※歳出面では、行革効果はすべて不可避な歳出増に充当せざるを得ない。 
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＜歳 入＞ 

  ◆ 市 税  

① 市税は、１，５８４億円（前年度比６３．７億円の増、＋４．２％） 

 

平成１８年度の市税収入は、固定資産税等が固定資産の評価替えに伴

い大幅な減収が見込まれるものの、個人市民税が税制改正の影響等によ

り、また、法人市民税が引き続き景気の回復基調に伴い、それぞれ増収

が見込まれることなどから、前年度に比べ６３．７億円の増（＋４．２％）

と平成１７年度（＋１．７％）に続き２年連続のプラス計上となってい

る。なお、２年連続でプラス計上となるのは、平成９年度以来。 

 

② 税目別では下記のとおり。 

◇ 個人市民税が税制改正の影響等による増により３７７億円 

⇒３７億円増、１０．８％増（前年度は＋１．１％） 

◇ 法人市民税については、景気の回復基調に伴い２０１億円 

⇒７１億円増、５４．４％増（前年度は＋１３．７％） 

◇ 固定資産税・都市計画税が固定資産の評価替えにより８５０億円

⇒５１億円減、５．７％減（前年度は＋０．９％） 

◇ 法定外目的税の環境未来税は、９．２億円 

 ⇒２．６億円増、３８．９％増（前年度は＋２５．０％） 

 

 

◆ 地方交付税 
地方交付税は、６４０億円（前年度比３０億円の減、△４．５％） 
 

   地方交付税は、前年度に比べ３０億円の減。地方交付税から振り替え

て発行する臨時財政対策債（元利償還金が後年度全額交付税措置される）

は１１５億円で前年度に比べ１２億円の減となり、合計で４２億円の減

（△５．３％）となっている。 
 
三位一体の改革の影響により平成１８年度改革分として約４１億円

の国庫補助負担金が廃止となり、その税源移譲分として約２９億円の所

得譲与税が配分される見込み。その差額の約１２億円については、地方

交付税により措置されることになっているが、国全体の交付税総額が減

少しているため、本市の交付税の予算額は増加を見込めない状況。   
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また、地方交付税改革が本格化した平成１６年度から平成１８年度の

間で、地方交付税と臨時財政対策債の合計額で１９５億円の減となって

おり、市税の７９億円の増を考慮しても、一般財源の大幅減につながっ

ている。 
   

今後の財政状況については、歳出一般財源が歳入一般財源を上回

ることが確実である。したがって歳出と歳入のギャップを是正し、財政

の健全性を維持するために、３年間程度の歳入・歳出の推移を見込んだ

うえで、今後の市の財政運営の基礎となる（仮称）経営基本計画を平成

１８年度中に策定する。 
 
《市税、地方交付税等の状況》 

（単位：百万円、％）

１５年度 ⑱－⑮

金 額 金 額 増 減 額 金 額 増 減 額 金 額 増 減 額 増 減 額
(△  0.7) (1 .7) (4 .2) (5 .3)

150,437 149,457 △  980 152,000 2,543 158,367 6,367 7,930
(△  5.6) (△  1.5) (△  4.5) (△  11.1)

地 方
交 付 税 ① 72,000 68,000 △  4,000 67,000 △  1,000 64,000 △  3,000 △  8,000

(△  28.3) (△  23.0) (△  9.4) (△  50.0)

臨 時 財 政
対 策 債 ② 23,000 16,500 △  6,500 12,700 △  3,800 11,500 △  1,200 △  11,500

(△  11.1) (△  5.7) (△  5.3) (△  20.5)

95,000 84,500 △  10,500 79,700 △  4,800 75,500 △  4,200 △  19,500
(△  4.7) (△  1.0) (0 .9) (△  4.7)

245,437 233,957 △  11,480 231,700 △  2,257 233,867 2,167 △  11,570

（ 参 考 ）

地方交付税+臨時
財政対策債 (△  12.0) (△  4.5) (△  6.5) (△  21.4)

239,389 210,766 △  28,623 201,210 △  9,556 188,145 △  13,065 △  51,244
（　）は対前年度伸び率。全国ベースについては、億円単位である。

合 計

１ ６ 年 度

（ 全 国 ベ ー ス ）

１ ８ 年 度１ ７ 年 度

市 税

小 計
（ ① ＋ ② ）

 
 

※ 臨時財政対策債は、国の地方財政対策により平成１３年度から導入された地方債。

従来、地方全体の財源不足額を地方交付税のうち交付税特別会計の借り入れにより

補填していた額の一部について、地方公共団体が自ら地方債を発行することにより、

所要の財源を確保しようとするもの。  
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◆市 債 
① 市債発行額は、５４０億円（前年度比８２億円の減、△１３．３％） 
② 市債依存度は１０．５％、前年度より１．３ポイント減少 
 ⇒「（仮称）新・新門司工場建設事業」の事業進捗に伴い約３２億円減少

したことなどが主な要因。 
    《平成１８年度地方財政計画上の地方債依存度：１３．０％程度》 

     ※地方債依存度とは、歳入歳出規模に占める地方債収入額の割合。 

 

③ プライマリーバランス（市債収入と公債費を除いた収支バランス）は、

プラス１２６億円（平成元年度以来の高い水準） 
⇒ 前年度のプラス１１億円に比べて、１１５億円黒字が増加 
 

④ 平成１８年度末の一般会計市債残高は、９，２００億円程度、前年度

に比べ２．２％の増。 
     ⇒ 投資的経費は平成１２年度をピークに減少していることに伴い、市

債発行額も逓減している。公債費負担の増加は平成２１年度がピーク

になると見込んでいる。 
⇒ 後年度の公債費負担の軽減を図るため、地域活性化事業債などの地

方交付税措置のある有利な起債の積極的な活用に努めており、一般

会計市債残高のうち実質的に市税等で負担する額は４，６００億円

程度。 
《平成１２年度の主な投資的経費》 

  ・学術研究都市整備事業         約８０億円 

  ・自然史・歴史博物館事業        約６８億円 

  ・到津の森公園整備事業         約６３億円 

  ・ウェルとばた建設事業         約５１億円 

  ・消防本部庁舎建設事業         約３３億円 

 

⑤ 実質公債費比率は、１１．７％ 
    ⇒ 政令指定都市中トップクラスの見込み 
   《参考》起債制限比率 １０．６％（平成１７年度 ９．６％） 

    ※ 実質公債費比率とは、平成１８年度からの地方債協議制度への移行に伴

い、地方債市場への信頼性や公平性の確保などの観点から、従来の起債制

限比率よりも公債費を幅広く捉えた新たな指標で、公営企業の元利償還金

への繰出金などの要素を新たに反映した比率。（１８％以上の地方公共団

体は許可が必要となる。） 
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⑥ 地方分権の進展や財政投融資改革などにより、地方債を取り巻く環境

が大きく変化。 
⇒ 平成１８年度地方債計画においても公的資金がさらに縮減 
⇒ 民間資金の活用が必須 

                
 

※ 資金調達手段を多様化することにより、一層安定的かつ有利な資

金を確保 
⇒ 市民参加型の「北九州市ひまわり債」（５年債）は引続き発行 
⇒ 低金利下のメリットを活かし、新たに超長期債（２０年債）の

発行を検討 
 

＜歳 出＞ 

① 義務的経費 

 

  ○義務的経費  ２，２４９億円（前年度比 ＋６４億円＜＋２.９％＞） 

人件費   ７４２億円（前年度比 ＋ ５億円＜＋０.６％＞） 

扶助費   ８４１億円（前年度比 ＋２６億円＜＋３.３％＞） 

公債費   ６６６億円（前年度比 ＋３３億円＜＋５.２％＞） 

 

○義務的経費比率   ４３．６％（前年度比 ＋２．３ポイント） 

 

 

◇ 義務的経費の総額は２，２４９億円（前年度比＋６４億円、 

＋２．９％）。 

 

● 人件費は行財政改革の実施等により支給人員は減少するも

のの、退職手当の増加などにより５億円の増（＋０．６％）  

 《主な要因》 

      ・行財政改革の実施等による支給人員の減  △約１２億円 

      ・給与改定（△１．９６％）        △約１１億円 

 ・退職手当（退職者数の増、１２７人）の増  約２５億円 

 

● 扶助費は児童手当の制度拡充（受給対象：小学３年生まで⇒

小学６年生までに拡大）等により、２６億円の増（＋３．３％） 
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● 公債費は、満期一括償還方式にかかる公債償還基金積立金の 

増などにより３３億円の増（＋５．２％）。 

 

② 投資的経費  

 

○投資的経費   ８６７億円（前年度比 △１４５億円＜△１４.３％＞） 

      補助事業費    ３５９億円（前年度比 △２０６億円＜△３６.５％＞） 

        単独事業費     ５０８億円（前年度比 ＋ ６１億円＜＋１３.８％＞） 

 

○投資的経費比率    １６．８％（前年度比 △２．３ポイント） 

 

 

◇ 投資的経費の総額は８６７億円（前年度比１４５億円の減、   

△１４．３％）。 

○補助事業費：３５９億円（前年度比２０６億円の減、△３６．５％） 

    ○単独事業費：５０８億円（前年度比 ６１億円の増、＋１３．８％） 

⇒● 投資的経費の総額が減少したのは、「 （仮称）新・新門司

工場建設事業」の事業進捗に伴い事業費が減少（約９８億円）

したこと及び、道路、河川、港湾などの公共事業費が減少し

たことによるもの。 

  ● 単独事業費が増加したのは、道路、街路の国庫補助事業に

おいて、国庫補助金のメニューが通常補助金から地方道路整

備臨時交付金へ振り替えが行われる見込みのため。 

 

      ※ 地方道路整備臨時交付金とは、地方道路の整備充実を図るために昭

和６０年度に創設された交付金制度で、都道府県道、市町村道の整

備が対象となっている。本交付金による事業（対前年度比約５３億

円増）については単独事業として分析することとされている。 
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３ 平成１８年度本市予算の特徴

【平成１８年度予算の２つの柱】 

 

■ 次期総合計画に沿った施策の推進 

    本市の競争力を高め、また、市民生活を豊かで快適なものとするため

「北九州市ルネッサンス構想」に基づき、平成１７年度まで３次にわた

る実施計画を策定し、さまざまな施策を推進してきた。 

    今後さらなる飛躍を図るために、次のまちづくり計画である「次期総

合計画」（目標年次：平成２２年度）を策定し、本計画に沿った施策を

積極的に推進し、“新味あふれる未来づくり”を図る。 

 

 ■ 行財政改革への取り組み 

    本市の今後の財政状況は、歳入面では、景気回復に伴う市税収入の一

定の伸びはあるものの、全国的に地方交付税が大幅に削減される見込み

であり、また、歳出面でも、少子高齢化に伴う行政需要や公債費が増加

するため、歳出一般財源が歳入一般財源を上回ることは確実である。 

したがって、この歳出歳入ギャップを是正し、財政の健全性を維持す

るためには、（仮称）経営基本計画の策定を検討し、さらなる行財政改

革を推進する必要がある。 

 

                 

 

 

平成１８年度予算については、地方分権型社会の実現という

変革期の中で、新北九州空港の開港、東九州自動車道の開通な

どに伴い、市のさらなる飛躍へ向け、『人材創造のまち』、『競争

力のある産業都市』など次期総合計画に沿った施策に積極的に

取り組むことにより、“新味あふれる未来に向けた予算”と特徴

づけることができる。 
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  厳しい財政状況を踏まえた都市経営改革

◇「北九州市新行財政改革大綱」に基づく行財政改革の実行 

平成１６年４月に策定された「北九州市新行財政改革大綱」に基づく取

り組みを着実に推進するとともに、これまでの行財政改革の取り組みの成

果を踏まえて、大胆かつ斬新な発想で、新たな視点に立った改革手法を取

り入れながら、さらなる改革に取り組む。 
                    
 

平成１８年度予算に反映される行財政改革実施計画は、一般会計ベース

で、取り組み項目１０８件、見直し効果約７１億円を見込む。なお、全会

計（平年度）ベースでは取り組み項目１４３件、見直し効果約９０億円の

見込み。 
  

 ◇ 人件費の削減 

  ⇒ 行財政改革の実施等による支給人員の減    △約１２億円 

  ⇒ 給与改定（△１．９６％）          △約１１億円 

⇒ 退職手当（退職者数の増、１２７人）の増    約２５億円 

 

 

◇ PFI 方式の積極的導入 

 老朽校舎等の改築に際し、市民開放型のプールや事業者提案による民

間収益施設を併設するなど民間の創意工夫やノウハウ等を活用するた

め、PFI 方式を導入し、事業費の大幅な削減を図る。 

⇒ 思永中学校改築事業・・・総事業費約３３億円 

（改築後の維持管理費等を含む） 

 

 

◇ 指定管理者制度の積極的活用 

本市では、「民間でできることは民間に委ねる」ことの徹底を行財政

改革の柱として掲げており、 

ⅰ）一層のサービス向上が図られるもの 

ⅱ）経費の低減につながるもの 

ⅲ）地域経済の活性化に寄与するもの 

  等については、積極的に民間活力の導入を推進している。 
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⇒指定管理者制度の導入 ２７９施設（平成１８年４月見込み） 

 

 

《指定管理者制度導入に伴う削減効果》（対１７年度予算比較） 

       ※ 約８．２億円の削減効果を見込む。（一般財源ベース） 

     

◇ 企業会計・特別会計及び外郭団体等の経営改善事項 

① 企業会計及び特別会計については、平成１７年３月の「企業会計・

特別会計経営改善委員会」の最終報告を踏まえ、可能な限り改善策を

１８年度予算に反映した。 

   ⇒ 公営企業会計への繰出金の削減     △１２億円 

⇒ 国民宿舎特別会計について「山の上ホテル」を廃止（平成１８年

３月）し、「めかり山荘」については、指定管理者制度を導入する。       

     ・国民宿舎特別会計への一般会計繰出金の削減 

   ⑰３７百万円 ⇒ ⑱廃止（０） 

⇒ 競輪、競艇特別会計・・・抜本的な経営改革を実施 

       ・小倉競輪において競輪実施事務包括委託の実施 △６．５億円 

 

② 外郭団体等については、「北九州市外郭団体等の経営改善に向けた

今後の方向性」（平成１５年３月）や個別委員会の報告書に基づき、

経営の効率化・健全化に向けた見直しを積極的に実施してきた。 

しかしながら、指定管理者制度の導入や国で検討されている公益法

人制度改革など、外郭団体を取り巻く状況が大きく変化していること

から、平成１８年度は、外郭団体の存在意義を明確にした上で、自主

性・自立性の拡大等に向けた抜本的な見直しを行うこととしている。

なお、見直しにあたっては、第三者委員会による外郭団体の個別具体

的な審議を行う予定である。 

また、北九州市福祉事業団については、平成２２年度を目標とする

経営改善計画を策定し、民間並みの経営を実現することとしている。

このため、市として福祉事業団の経営改善のため、必要な資金につい

て支援することとしている。 
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◇ 自主財源の確保 
  ○ 家庭ごみ収集制度の見直しに伴う手数料の増 １４．３億円 

  ○ 環境未来税                 ９．２億円 

  ○ 税及び税外収入の確保 

    市税収入率の向上と税外収入（国民健康保険料、保育料等）の債権

回収強化 

    ・ 市税収入率の推移（決算ベース） 

      ⑭９４．０％ ⇒ ⑮９４．６％ ⇒ ⑯９５．３％ 

    ・ 財政局特別滞納調査室に（仮称）特別債権回収班の設置を予定 

 

 

 

 

  施策面での特徴 
１ 「次期総合計画」（平成１８年度～平成２２年度）のスタートダッシュ、

公約の着実な実行 
   １８年度は､「次期総合計画」のスタートの年次であり、次期総合計画に

盛り込まれる施策等について、積極的に取り組み、スタートダッシュを図る

こととしている。 
また、市長公約については、既に１４３項目全てに着手しているが、公約

の実現をより確実なものとするため、平成１８年度において予算が必要な 
２１６事業（延べ２５３事業）に総額約１，２００億円を計上。 

 

２ 「次期総合計画」に沿った施策の推進について 

◎ 次期総合計画の目指す都市の姿 

・ 生活の質の高いまち 

 ・ 新しい価値を創造するまち 

 上記の目指す都市の姿を実現するため、次の６つの柱を設定している。 

この柱に沿って各種施策を推進することとした。 

①「人材創造のまち」 

⇒「未来のまちを支える人材が次々と育つまち」を目指す 

■ 次の時代をリードする人材の育成、学校教育の充実と子育て支援、

高齢者の能力の活用、地域で活躍する人材の育成の確保、市民の自

信と誇りの醸成を図る施策の推進 
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②「安全・安心のまち」 

⇒「地域とのつながりの中、安全で安心して暮らせるまち」を目指す 

■ 安心して生き生きと暮らせる地域社会の構築、セーフティネット

の構築、災害に対する危機管理能力の向上、「市民の健康・元気づ

くり」の促進についての施策の推進  

 

③「高質な都市空間を持つまち」 

⇒「快適・機能的で魅力ある都市空間を持つまち」を目指す 

■ 既存の社会ストックの活用や都心・副都心の機能の充実を図り、

便利で快適な「まちなか」を構築する施策の推進 

 

④「競争力のある産業都市」 

⇒「新しい技術や産業の創造にチャレンジするまち」を目指す 

■ 本市に蓄積されている技術力と新たに整備された空港・港などの

活用や人材力の強化を推進することにより、経済のグローバル化な

どにも対応した時代をリードする産業を創造する施策の推進 

■ 人が集まる資源を活用して、「ビジターズインダストリー」の振

興を図る施策の推進 

      ※ビジターズインダストリーを担当する組織体制の強化 

       【新設】（企画政策室）  （仮称）にぎわいづくり推進課 

 

⑤「世界の環境首都」 

⇒「優れた環境をみんなでつくり、世界に貢献するまち」を目指す 

■「環境首都のグランドデザイン」に基づき、市民が一体となった環

境活動の推進、環境技術・環境産業による経済の活性化、自然環境

の保全など持続可能な都市づくりへの取り組みなどの施策の推進 

 

⑥「東アジアの拠点都市」 

⇒「東アジアとつながり、共に成長するまち」を目指す 

■ 発展が続く東アジアへの日本の玄関口であるという地理的な優

位を活かして、国際人材ネットワークの構築、経済交流などの都市

間連携の推進、世界に向けた情報発信能力の向上を図る施策の推進 
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３ 重要テーマについて、各局が連携・協力する「活性化支援予算」につい

て（別紙参照） 

  平成１７年１０月の予算編成方針により、本市の将来を展望した４つの

重要テーマに沿った事業について予算措置した。 

  

《４つのテーマ》 

  ⅰ）自動車・IT 関連産業の振興など新たな産業・雇用の確保 

  ⅱ）観光客の増加対策などビジターズインダストリーの振興 

    ⅲ）地域の力を伸ばすための人材育成 

    ⅳ）本市の情報発信など都市イメージの向上 

    

          ９７事業  約３８億円の予算措置 

 

 

４ 市有建築物にかかる緊急アスベスト対策について 

   市有建築物にかかる吹付けアスベスト（原則濃度１％超）について、今

後対策をとる予定の施設は、４5 施設（調査中の施設を含む）あり、１８

年度からの３ヶ年計画で対策をとることとしている。なお平成１７年度の

国の補正予算により、補助内示が見込まれる施設については平成１７年度

の２月補正予算に前倒し計上している。 

  《アスベスト対策費用（見込み）》 

   ・総額 約１３億円 うち１８年度当初 約４．６億円（２０施設） 

             うち１７年度補正 約１．８億円（ ８施設） 
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 ４ 主要な施策の柱 
 

「次期総合計画」に沿った施策の推進 

 
（１）人材創造のまち 
 
（２）安全・安心のまち 
 
（３）高質な都市空間を持つまち 
 
（４）競争力のある産業都市 
 
（５）世界の環境首都 
 
（６）東アジアの拠点都市 


